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資料３ 

 

 

 

 

令和６年度２月補正予算（経済局関連部分）の概要 

１ 趣旨 

国経済対策に連動した対応として、燃料価格の高騰等の影響を受ける貨物運送事業者や仲卸

業者等に対する支援などの増額補正を行います。 

また、事業の執行見込みにあわせた整理補正として、歳入額の増額補正や職員人件費の増等に

伴う歳出額の増額補正、事業費の確定等に伴う減額補正を行います。 

なお、６年度当初予算及び補正予算に計上した一部の事業については、繰越明許費補正を行い

ます。 

 

２ 国経済対策に連動した対応 

≪一般会計≫                              （単位：千円） 

事業名 補正額 補正内容等 

貨物運送事業者燃料価

格高騰等対策支援事業 
107,200 

燃料価格の高騰や、トラックドライバーの時間外労働規

制、人口減少に伴う労働力不足などにより厳しい経営環

境にある貨物運送事業者に対し、地域経済や市民生活を

支える重要なインフラである物流を維持・確保する観点

から支援を行います。 

・対象事業者：貨物自動車運送事業を行う市内中小事業者 

・補助額：１事業者あたり 10万円 

・事業スケジュール： 

令和７年４月以降申請受付、５月以降順次交付 

≪中央卸売市場費会計≫                         （単位：千円） 

事業名 補正額 補正内容等 

仲卸業者等電気料金負

担軽減事業 
16,700 

中央卸売市場本場及び横浜南部市場の仲卸業者等に対

し、令和６年８月使用分から 10 月使用分及び７年１月 

使用分から３月使用分の電気料金について、支援します。 

・対象事業者：特別高圧を受電している、中央卸売市場 

本場の卸売業者、仲卸業者、関連事業者及び横浜南部市

場物流エリアで卸売等の事業を営む者 

・補助額（１kwhあたり） 

８月～９月使用分：2.0円  

10月・１月・２月使用分：1.3円    

３月使用分：0.7円 

（補助額は国の支援策（高圧）と同額）  

・対象事業者数：約 160者 

・事業スケジュール： 

令和７年４月以降申請受付、５月以降順次交付 

市第 144号議案 令和６年度 横浜市一般会計補正予算（第７号）（関係部分） 

市第 149号議案 令和６年度 横浜市中央卸売市場費会計補正予算（第１号） 

市第 150号議案 令和６年度 横浜市中央と畜場費会計補正予算（第２号） 

市第 151号議案 令和６年度 横浜市勤労者福祉共済事業費会計補正予算（第１号） 

 

 

国際・経済・港湾委員会 
配 付 資 料 
令 和 ７ 年 ２ 月 1 3 日 
経 済 局 



2 
 

３ 事業の執行見込みにあわせた整理補正 

(1) 歳入増額補正 

金沢区福浦一丁目所在の本市所有の土地及び建物の売払いに伴い、歳入額を増額します。 

≪一般会計≫                             （単位：千円） 

項目名 補正額 

不動産売払収入 725,705 

 

(2) 職員人件費の増額補正 

  給与改定及び共済費の増等に伴う増額補正を行います。 

（単位：千円） 

会計 事業名 補正額 

一般会計歳出 経済総務費 52,207 

特別会計歳出 

中央卸売市場費会計 運営費 10,392 

中央と畜場費会計 運営費 6,830 

勤労者福祉共済事業費会計 総務費 371 

合  計 69,800 

  ※中央と畜場費会計及び勤労者福祉共済事業費会計については、同額を一般会計から繰り出します。 

 

(3) その他事業費の増額補正 

一般会計では、指定管理施設における従事者の賃金上昇、中小企業融資事業における保証料助

成の需要増加、特別会計における事業費の補正に伴う繰り出しに対応するため、増額補正を行い

ます。また、中央と畜場費会計では、光熱水費の増加、施設の老朽化に伴う修繕、会計年度任用

職員の報酬改定に対応するため、増額補正を行います。 

≪一般会計≫                              （単位：千円） 

事業名 補正額 補正内容等 

指定管理施設賃金水準

変動対応事業 
4,337 

指定管理者が運営する施設における従事者の賃金上昇分

について、指定管理料の上乗せ支援を行うため増 

・対象施設：横浜市消費生活総合センター 

・対象期間：令和６年 10月から７年３月まで 

中小企業融資事業 

(1)信用保証料助成事業 

(2)信用保証促進事業 

(3)新型コロナウイルス

感染症対応資金利子補

給補助金事業 

388,710 

(1)「伴走型経営支援特別資金」の利用増加に伴う信用 

保証料の増（370,000千円） 

・対象期間：令和６年４月から７年３月までの保証申し込

み受付分 

(2)信用保証の促進を図る代位弁済補填金が、社会経済情

勢を反映し利用見込みを上回ることに伴う増（84,000

千円） 

・対象期間：令和６年１月分から 12月分まで 

(3)利子補給の対象となる「新型コロナウイルス感染症 

対応資金」の繰上返済等に伴う利子補給金等の減   

（▲65,290千円） 

・対象期間：令和６年１月分から６月分まで 
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中央卸売市場費会計 

繰出金 
16,700 

仲卸業者等に対する電気料金の支援の実施にかかる事業

費の補正に伴い、一般会計から繰り出すことによる増 

中央と畜場費会計 

繰出金 
31,367 

職員人件費や光熱水費及び会計年度任用職員の報酬改定

の実施にかかる事業費の補正に伴い、一般会計から繰り

出すことによる増 

勤労者福祉共済 

事業費会計繰出金 
371 

職員人件費の補正に伴い、一般会計から繰り出すことに

よる増 

合  計 441,485  

 

≪中央と畜場費会計≫                          （単位：千円） 

事業名 補正額 補正内容等 

光熱水費その他管理費 38,627 と畜頭数の増加による水道使用量の増加に伴う増 

施設営繕費 24,000 施設の老朽化による修繕件数の増加に伴う増 

管理事務費(会計年度任

用職員人件費) 
4,658 

常勤職員に準じて新報酬額に改定が行われることに伴う

増 

合  計 67,285  

 

(4) 事業費の減額補正 

  ６年度当初予算に計上した一部の事業について、事業費の確定等に伴う減額補正を行います。 

≪一般会計≫                               （単位：千円） 

事業名 
補正前の額 

（Ａ） 

補正額 

（Ｂ） 

計 

（Ａ+Ｂ） 
主な減額内容 

企業立地促進条例によ

る助成事業 
4,368,148 ▲287,324 4,080,824 事業進捗による助成金の減 

 

４ 繰越明許費補正 

  支出処理が年度を越えることが想定される事業について、繰越明許費補正を行います。 

（単位：千円） 

事業名 設定額 

貨物運送事業者燃料価格高騰等対策支援事業 108,000 

中央卸売市場費会計繰出金 17,000 

施設修繕費（本場）（中央卸売市場費会計） 6,000 

仲卸業者等電気料金負担軽減事業（中央卸売市場費会計）  17,000 

※設定額は「令和６年度２月補正予算案の概要」に合わせて百万単位としています。 
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【参考１】一般会計 歳入歳出予算補正（経済局関連部分） 
 
歳入                                    （単位：千円） 

 
 
 
歳出                                     （単位：千円） 

 
 
【参考２】横浜市中央卸売市場費会計 歳入歳出予算補正 
 

歳入                                   （単位：千円） 

款 項 目 補正前の額 補正額 計 

４款 繰入金 145,986 16,700 162,686 

 １項 他会計繰入金 145,986 16,700 162,686 

  １目 一般会計繰入金 145,986 16,700 162,686 

5 款 繰越金 249,249 10,392 259,641 

 １項 繰越金 249,249 10,392 259,641 

  １目 繰越金 249,249 10,392 259,641 

 

 

 

 

 

 

款 項 目 補正前の額 補正額 計 

20款 財産収入 13,074,407 23,262,249 36,336,656 

 ２項 財産売払収入 6,302,468 23,268,476 29,570,944 

  １目 不動産売払収入 5,837,192 23,268,476 29,105,668 

款 項 目 補正前の額 補正額 計 
補正の財源 

国費等 市債 その他 一般財源 

５款 経済費 82,449,344 265,130 82,714,474 △65,290 － 16 330,404 

 １項 経済費 82,449,344 265,130 82,714,474 △65,290 － 16 330,404 

 １目 経済総務費 1,469,451 52,207 1,521,658 － － － 52,207 

 ２目 誘致イノベーション推進費 4,869,326 △287,324 4,582,002 － － － △287,324 

  ３目 中小企業経営支援費 774,532 107,200 881,732 － － 16 107,184 

  ４目 中小企業金融対策費 74,082,961 388,710 74,471,671 △65,290 ― － 454,000 

  ５目 市民経済労働費 1,253,074 4,337 1,257,411 － － － 4,337 

19款 諸支出金 2,590,430 48,438 2,638,868 － － － 48,438 

 １項 特別会計繰出金 2,590,430 48,438 2,638,868 － － － 48,438 

  ５目 中央卸売市場費

会計繰出金 
145,986 16,700 162,686 － － － 16,700 

  ６目 中央と畜場費 

会計繰出金 
2,424,615 31,367 2,455,982 － － － 31,367 

  ８目 勤労者福祉共済 

事業費会計繰出金 
19,829 371 20,200 － － － 371 

※ 
※うち725,705千円が経済局分の補正です。 
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歳出                                    （単位：千円） 

款 項 目 補正前の額 補正額 計 

補正の財源 

国県費 市債 その他 
一般会計

繰入金 

1 款 中央卸売市場費 4,124,539 27,092 4,151,631 － － 10,392 16,700 

 １項 運営費 2,302,662 27,092 2,329,754 － － 10,392 16,700 

 １目 運営費 2,302,662 27,092 2,329,754 － － 10,392 16,700 

 

 

【参考３】横浜市中央と畜場費会計 歳入歳出予算補正 
 

歳入                                    （単位：千円） 

款 項 目 補正前の額 補正額 計 

３款 繰入金 2,424,615 31,367 2,455,982 

 １項 他会計繰入金 2,424,615 31,367 2,455,982 

  １目 一般会計繰入金 2,424,615 31,367 2,455,982 

４款 繰越金 66,043 42,724 108,767 

 １項 繰越金 66,043 42,724 108,767 

  １目 繰越金 66,043 42,724 108,767 

５款 諸収入 384,522 24 384,546 

 ２項 雑入 94,522 24 94,546 

  １目 雑入 94,522 24 94,546 

 

 

歳出                                    （単位：千円） 

款 項 目 補正前の額 補正額 計 

補正の財源 

国県費 市債 その他 
一般会計

繰入金 

1 款 中央と畜場費 3,558,146 74,115 3,632,261 －  －  42,748 31,367 

 １項 運営費 2,559,590 74,115 2,633,705 －  －  42,748 31,367 

 １目 運営費 2,559,590 74,115 2,633,705 －  －  42,748 31,367 

 

 

【参考４】勤労者福祉共済事業費会計 歳入歳出予算補正 
 

歳入                                    （単位：千円） 

款 項 目 補正前の額 補正額 計 

３款 繰入金 19,829 371 20,200 

 １項 他会計繰入金 19,829 371 20,200 

  １目 一般会計繰入金 19,829 371 20,200 
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歳出                                    （単位：千円） 

款 項 目 補正前の額 補正額 計 

補正の財源 

国県費 市債 その他 
一般会計

繰入金 

1 款 勤労者福祉共済事業費    542,072 371 542,443 －  －  － 371 

 １項 運営費 541,072 371 541,443 －  －  － 371 

 １目 総務費 146,090 371 146,461 －  －  － 371 

 

 


